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各  位 

会 社 名 ユニソルホールディングス株式会社 

代表者名 代 表 取 締 役 社 長 古里 龍平 

（コード：7128 東証プライム） 

問合せ先 執行役員 管理本部 本部長 榊原 英之 

（TEL. 06-6946-1600） 

自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）による自己株式取得結果

及び取得終了並びに主要株主の異動に関するお知らせ 

当社は、2026年11月9日公表の「自己株式の取得枠拡大、自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-

3）による自己株式の買付け及び自己株式の取得状況に関するお知らせ」に基づく自己株式の取

得について、本日、下記のとおり実施いたしましたので、お知らせいたします。なお、当議決に

基づく自己株式の取得はこれをもって終了しましたので、お知らせいたします。 

また、上記自己株式取得の結果、2026年 11月 10日付で、当社の主要株主に異動が生じるこ

ととなりましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

記 

１．自己株式の取得結果 

(1)取得対象株式の種類 普通株式 

(2)取得した株式の総数 4,303,800株 

(3)株式の取得価格の総額 12,382,032,600円 

(4)取得日 2026年 11月 10日 

(5)取得方法 東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）に

よる買付 

（ご参考） 

自己株式取得に関する取締役会決議内容（2026年 11月 9日） 

(1)取得対象株式の種類 普通株式 

(2)取得し得る株式の総数 5,000,000株（上限） 

(3)株式の取得価格の総額 15,000,000,000円 

(4)取得期間 2026年 8月 3日～2027年 7月 30日 

(5)取得方法 東京証券取引所における市場買付（自己株式立会外買付取引

（ToSTNeT-3）を含む） 

 



2．主要株主に異動が生じた経緯 

当社が 2026年 11月 10日に実施した自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）による自己

株式の取得に際し、以下の株主より保有する当社株式全株を売却した旨の報告を受けたこと

により、主要株主の異動を確認いたしました。 

 

3．異動した主要株主の概要 

(1)名称 THE SFP VALUE REALIZATION MASTER FUND LTD. 

(2)所在地 P.O BOX 309 UGLAND HOUSE, GEORGE TOWN, 

GRAND CAYMAN KY１－1104, CAYMAN ISLANDS  

（注）1．代表者の役職・氏名、事業内容、資本金は、確認が取れていないため記載を省略して

おります。 

 

4．異動前後における当該株主の所有する議決権の数（所有株式数）及び総株主の議決権に

対する割合 

 
議決権の数 

（所有株式数） 

総株主等の議決権の数

に対する割合（注 1） 
大株主順位 

異動前

（注 2） 

28,818個 

（2,881,800株） 
12.1％ 第 2位 

異動後 

（注 3） 

0個 

（0株） 
0.0％ ― 

（注）1．異動前及び異動後の総株主等の議決権に対する割合は、2026 年 9 月 30 日現在の発

行済み株式総数 24,298,313株から同日現在の議決権を保有しない株式数 405,138株

を控除した総株主の議決権の数 238,931個を基準に計算しております。 

   2．異動前の情報については、2026 年 6 月 30 日現在の株主名簿に基づき記載しており

ますが、その他にシンフォニー・フィナンシャル・パートナーズ（シンガポール）ピ

ーティーイー・リミテッドから 2025 年 10 月 17 日付で公衆の縦覧に供されている

大量保有報告書に係る変更報告書において、2025 年 10 月９日（報告義務発生日）

現在で、下表のとおり株式を保有している旨の記載があり、全株式を売却した旨の

報告を受けております。 

 

名称 シンフォニー・フィナンシャル・パートナーズ（シンガポー

ル）ピーティーイー・リミテッド  (Symphony Financial 

Partners (Singapore) Pte. Ltd.) 

所在地 シンガポール 048619、リパブリック・プラザ、#27-04、ラ

ッフルズ・プレイス 9 

保有株券等の数 4,252,300株 



 

   3．異動後の情報については、当該株主からの報告に基づき記載しており、当社として

当該株主名義の実質的に所有する株式数及び議決権数について確認できたものでは

ありません。 

 

5．今後の見通し 

本件による当社の経営体制及び業績に与える影響はございません。 

 

以上 


